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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
ガラス基板と、２層以上の多層構造を有するポリイミド系フィルムとの積層体であって、
ガラス基板とポリイミド系フィルムとの層間の接着強度が７Ｎ／ｃｍ以下であることを特
徴とするフレキシブルデバイス用積層体。
【請求項２】
ガラス基板から剥離したポリイミド系フィルムの曲率半径が３０ｍｍ以上であることを特
徴とする請求項１記載のフレキシブルデバイス用積層体。
【請求項３】
ガラス基板に接するポリイミド系フィルム層に離型剤が配合されていることを特徴とする
請求項１または２に記載のフレキシブルデバイス用積層体。
【請求項４】
多層構造を形成するポリイミド系フィルムが、それぞれの残留歪を打ち消すように配置さ
れていることを特徴とする請求項１～３いずれかに記載のフレキシブルデバイス用積層体
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、優れた耐熱性と寸法安定性を有するポリイミド系フィルムとガラス基板との積
層体に関するものであり、この積層体のポリイミドフィルム表面に、電子素子を形成しフ
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レキシブルデバイスを製造する際に有用である。
【背景技術】
【０００２】
従来、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）、プラズマディスプレイパネル（ＰＤＰ）、有機ＥＬ
ディスプレイ（ＯＬＥＤ）等のフラットパネルディスプレイ（ＦＰＤ）や、電子ペーパー
、などの電子デバイスの分野では、主としてガラス基板上に電子素子を形成したものが用
いられているが、ガラス基板は剛直であり、しなやかさに欠けるため、フレキシブルにな
りにくいという問題がある。
【０００３】
そこで、フレキシブル性を有しかつ耐熱性を有するポリイミド等の有機高分子材料を基板
として用いる方法が提案されている。
【０００４】
特許文献１～３には、特定の化学構造を有するポリイミドフィルムを、キャリアとして使
用するガラス基板上に積層し、このポリイミドフィルムを電子素子形成のための基板とし
て利用することが提案されている。ここで用いられるガラス基板は、金属基板などと異な
り、光透過性に優れるので、電子素子形成する際の検査工程が容易となる上、既存のガラ
ス基板上に電子素子を形成するフレキシブルデバイス生産用の設備がそのまま転用できる
という利点を有する。
【０００５】
このようなポリイミドが積層されたガラス基板においては、ガラス基板をキャリア用の基
板として利用するので、ポリイミドフィルムの表面に電子素子を形成後、最後にポリイミ
ドフィルムをガラス基板から剥離する必要があるが、ポリイミドフィルムとガラス基板が
比較的強固に密着しているために、剥離が容易ではなく、これを工業的に行うためには、
例えば、水等に浸漬することや、ガラス基板上に非晶質シリコン層を設けレーザー光を照
射することによって剥離しなければならず、剥離性の改善が求められていた。
【０００６】
かかる剥離性を向上させるため、特許文献４には、ポリイミドフィルム層とガラス基板の
間にパターン化された接着層（これが剥離層となる）を別途設ける方法が提案されている
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開昭６４－７７４号公報
【特許文献２】特開２０１２－４０８３６号公報
【特許文献３】特開２０１２－１０２１５５号公報
【特許文献４】特開２０１２－１９９５４６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
しかしながら、前記方法では、剥離性の改善は充分なものではなかった。また、前記方法
に作成された積層体では、剥離後のポリイミドフィルムがカールしやすい傾向にあり、こ
の点でも改良すべき点があった。
【０００９】
そこで、本発明は前記課題を解決するものであって、かつ良好な剥離性と、ガラス基板か
ら剥離して、フレキシブルデバイスとした時にカールしにくいポリイミドフィルムとなる
積層体の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
本発明者らは、前記課題を解決するために鋭意研究した結果、前記積層体にておいて、ガ
ラス基板とポリイミド系フィルム層からなる積層体の構成を特定のものとすることにより
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前記課題が解決されることを見出し、本発明の完成に至った。
即ち、本発明は下記を趣旨とするものである。
１）　ガラス基板と、２層以上の多層構造を有するポリイミド系フィルムとの積層体であ
って、ガラス基板とポリイミド系フィルムとの層間の接着強度が７Ｎ／ｃｍ以下であるこ
とを特徴とするフレキシブルデバイス用積層体。
２）　ガラス基板から剥離したポリイミド系フィルムの曲率半径が３０ｍｍ以上であるこ
とを特徴とする前記フレキシブルデバイス用積層体。
３）　ガラス基板に接するポリイミド系フィルム層に離型剤が配合されていることを特徴
とする前記フレキシブルデバイス用積層体。
４）　前記多層構造を形成するポリイミド系フィルムが、それぞれの残留歪を打ち消すよ
うに配置されていることを特徴とするフレキシブルデバイス用積層体。
【発明の効果】
【００１１】
本発明の積層体は、良好な剥離性を有しており、かつ剥離後のポリイミドフィルムのカー
ルが抑制されているので、フレキシブルデバイスを製造する際の積層体として好適に用い
ることが出来る。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
以下、本発明を詳細に説明する。
【００１３】
本発明の積層体は、ガラス基板とポリイミド系フィルムとからなるものである。ガラス基
板としては、例えば、ソーダライムガラス、ホウ珪酸ガラス、無アルカリガラス等を用い
ることが出来、これらのなかで、無アルカリガラス基板を好ましく用いることが出来る。
【００１４】
前記ガラス基板の厚みとしては、０．３～５．０ｍｍが好ましい。厚みが０．３ｍｍより
薄いと基板のハンドリング性が低下することがある。また、厚みが５．０ｍｍより厚いと
生産性が低下することがある。これらのガラス基板は、ポリイミドフィルム層との離型性
を向上させるために、離型層が設けられていても良い。
【００１５】
本発明の積層体で用いられるポリイミド系フィルムとは、ポリイミド系樹脂をフィルム化
したものである。ポリイミド系樹脂は、主鎖にイミド結合を有する樹脂であり、具体例と
しては、ポリイミド、ポリアミドイミド、ポリエステルイミド等が挙げられるがこれらに
限定されるものではなく、主鎖にイミド結合を有する樹脂であれば如何なる樹脂も使用す
ることができる。　これらの樹脂は通常は単独で用いられるが、２種以上を混合して用い
てもよい。
【００１６】
ポリイミドは溶媒に溶解したポリアミック酸等ポリイミド前駆体を熱硬化して得られる前
駆体型ポリイミドや溶媒可溶型のポリイミドを用いることができ、前駆体型ポリイミドを
好ましく用いることが出来る。
【００１７】
前記ポリイミド系樹脂としては、イミド結合に由来する構成単位を５０モル％以上有する
（但し、全構成単位を１００モル％とする）ことが好ましい。
【００１８】
前記ポリイミド系樹脂としては、市販品を用いてもよい。　即ち、例えば、「ＵイミドＡ
Ｒ」、「ＵイミドＡＨ」、「ＵイミドＣＲ」、「ＵイミドＣＨ」（いずれもユニチカ社製
）やＵワニスＡ（宇部興産社製）等のポリアミック酸型ワニス、「リカコートＳＮ－２０
」（新日本理化社製）や「マトリミド５２１８」（ハンツマン社製）等を溶媒に溶解させ
た溶媒可溶型ポリイミドワニス、バイロマックスＨＲ－１１ＮＮ（東洋紡社製）等のポリ
アミドイミドワニスを使用することができる。
【００１９】



(4) JP 6185283 B2 2017.8.23

10

20

30

40

50

前記前駆体型ポリイミドは、原料となるテトラカルボン酸やその二無水物とジアミンの略
等モルを、溶媒中で反応させて得られるポリイミド前駆体溶液をガラス基板上に塗布して
、乾燥、熱硬化（イミド化）してポリイミドフィルムとするものである。
【００２０】
このポリイミド前駆体溶液を製造する際の、反応温度としては、－３０～６０℃が好まし
く、－１５～４０℃がより好ましい。またこの反応において、モノマー及び溶媒の添加順
序は特に制限はなく、いかなる順序でもよい。　
【００２１】
ここでテトラカルボン酸もしくはその二無水物としては、例えばピロメリット酸、３，３
′，４，４′－ビフェニルテトラカルボン酸、３，３′，４，４′－ベンゾフェノンテト
ラカルボン酸、３，３′，４，４′－ジフェニルスルホンテトラカルボン、酸、３，３′
，４，４′－ジフェニルエーテルテトラカルボン酸、２，３，３′，４′－ベンゾフェノ
ンテトラカルボン酸、２，３，６，７－ナフタレンテトラカルボン酸、１，４，５，７－
ナフタレンテトラカルボン酸、１，２，５，６－ナフタレンテトラカルボン酸、３，３′
，４，４′－ジフェニルメタンテトラカルボン酸、２，２－ビス（３，４－ジカルボキシ
フェニル）プロパン、２，２－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）ヘキサフルオロプ
ロパン、３，４，９，１０－テトラカルボキシペリレン、２，２－ビス［４－（３，４－
ジカルボキシフェノキシ）フェニル］プロパン、２，２－ビス［４－（３，４－ジカルボ
キシフェノキシ）フェニル］ヘキサフルオロプロパン、１，２，３，４－シクロブタンテ
トラカルボン酸、１，２，４，５－シクロペンタンテトラカルボン酸、１，２，４，５－
シクロヘキサンテトラカルボン酸、ビシクロ［２，２，２］オクト－７－エン－２，３，
５，６－テトラカルボン酸やこれらの二無水物などを単体もしくは混合物として使用する
ことが出来るがこれらに限定されるものではない。
【００２２】
ここで、ピロメリット酸、３，３′，４，４′－ビフェニルテトラカルボン酸もしくはこ
れらの二無水物が特に好ましく用いられる。
【００２３】
また、ジアミンとしては例えば、ｐ－フェニレンジアミン、ｍ－フェニレンジアミン、３
，４′－ジアミノジフェニルエーテル、４，４′－ジアミノジフェニルエーテル、４，４
′－ジアミノジフェニルメタン、３，３′－ジメチル－４，４′－ジアミノジフェニルメ
タン、２，２－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］プロパン、１，２－ビス
（アニリノ）エタン、ジアミノジフェニルスルホン、ジアミノベンズアニリド、ジアミノ
ベンゾエート、ジアミノジフェニルスルフィド、２，２－ビス（ｐ－アミノフェニル）プ
ロパン、２，２－ビス（ｐ－アミノフェニル）ヘキサフルオロプロパン、１，５－ジアミ
ノナフタレン、ジアミノトルエン、ジアミノベンゾトリフルオライド、１，４－ビス（ｐ
－アミノフェノキシ）ベンゼン、４，４′－ビス（ｐ－アミノフェノキシ）ビフェニル、
ジアミノアントラキノン、４，４′－ビス（３－アミノフェノキシフェニル）ジフェニル
スルホン、１，３－ビス（アニリノ）ヘキサフルオロプロパン、１，４－ビス（アニリノ
）オクタフルオロブタン、１，５－ビス（アニリノ）デカフルオロペンタン、１，７－ビ
ス（アニリノ）テトラデカフルオロヘプタン、１，２－エチレンジアミン、１，３－プロ
パンジアミン、１，４－ブタンジアミン、１，５－ペンタジアミン、１，６－ヘキサンジ
アミン、１，７―ヘプタンジアミン、１，８―オクタンジアミン、１，９－ノナンジアミ
ン、１、１０―デカンジアミン、１，１２―ドデカンジアミン、ｃｉｓ－１，４―ジアミ
ノシクロヘキサン、ｔｒａｎｓ－１，４―ジアミノシクロヘキサン、１，４―ジアミノシ
クロヘキサン異性体混合物、ｃｉｓ－ｃｉｓ－４，４’－ジアミノジシクロヘキシルメタ
ン、ｃｉｓ－ｔｒａｎｓ－４，４’－ジアミノジシクロヘキシルメタン、ｔｒａｎｓ－ｔ
ｒａｎｓ－４，４’－ジアミノジシクロヘキシルメタン、４，４’－ジアミノジシクロヘ
キシルメタン異性体混合物、ｃｉｓ－１，３－ビス（アミノエチル）シクロヘキサン、ｔ
ｒａｎｓ－１，３－ビス（アミノエチル）シクロヘキサン、１，３－ビス（アミノエチル
）シクロヘキサン異性体混合物、ｃｉｓ－ｔｒａｎｓ－４，４’－メチレンビス（２ーメ
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チルシクロヘキシルアミン）、ｔｒａｎｓ－ｔｒａｎｓ－４，４’－メチレンビス（２ー
メチルシクロヘキシルアミン）、４，４’－メチレンビス（２ーメチルシクロヘキシルア
ミン）異性体混合物、ｃｉｓ－ｃｉｓ－４，４’－ジアミノジシクロヘキシレンプロパン
、ｃｉｓ－ｔｒａｎｓ－４，４’－ジアミノジシクロヘキシレンプロパン、４，４’－ジ
アミノジシクロヘキシレンプロパン等を単体もしくは混合物として使用することが出来る
がこれらに限定されるものではない。　
【００２４】
ここで、ｐ－フェニレンジアミン、４，４′－ジアミノジフェニルエーテル、２，２－ビ
ス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］プロパンが特に好ましく用いられる。
【００２５】
ポリイミド前駆体の固形分濃度としては１～５０質量％が好ましく、５～３０質量％がよ
り好ましい。このポリアミック酸溶液は部分的にイミド化されていても良い。
【００２６】
また本発明のポリイミド前駆体溶液の２５℃に於ける粘度は１～１５０Ｐａ・ｓが好まし
く、５～１００Ｐａ・ｓがより好ましい。
【００２７】
ポリイミド前駆体溶液に用いられる溶媒としては、ポリイミド前駆体を溶解する溶媒であ
れば如何なる溶媒でも使用することが出来るが、例えば、アミド系溶媒、エーテル系溶媒
、水溶性アルコール系溶媒が挙げられる。
【００２８】
アミド系溶媒の具体例としては、Ｎ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭＰ）、Ｎ，Ｎ－ジメ
チルホルムアミド（ＤＭＦ）、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド（ＤＭＡｃ）等が挙げられ
る。
【００２９】
また、エーテル系化合物としては、２－メトキシエタノール、２－エトキシエタノール、
２－（メトキシメトキシ）エトキシエタノール、２－イソプロポキシエタノール、２－ブ
トキシエタノール、テトラヒドロフルフリルアルコール、ジエチレングリコール、ジエチ
レングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチ
レングリコールモノブチルエーテル、トリエチレングリコール、トリエチレングリコール
モノエチルエーテル、テトラエチレングリコール、１－メトキシ－２－プロパノール、１
－エトキシ－２－プロパノール、ジプロピレングリコール、ジプロピレングリコールモノ
メチルエーテル、ジプロピレングリコールモノエチルエーテル、トリプロピレングリコー
ルモノメチルエーテル、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、テトラヒ
ドロフラン、ジオキサン、１，２－ジメトキシエタン、ジエチレングリコールジメチルエ
ーテル、ジエチレングリコールジエチルエーテル等が挙げられる。
【００３０】
また、水溶性アルコール系化合物としては、メタノール、エタノール、１－プロパノール
、２－プロパノール、ｔｅｒｔ－ブチルアルコール、エチレングリコール、１，２－プロ
パンジオール、１，３－プロパンジオール、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタジオ
ール、２，３－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、２－ブテン－１，４－ジオ
ール、２－メチル－２，４－ペンタンジオール、１，２，６－ヘキサントリオール、ジア
セトンアルコール等が挙げられる。
【００３１】
これらの溶媒は２種以上を混合して用いることができる。これらの溶媒のうち、特に好ま
しい例としては、単独溶媒としてはＮ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチル－２－ピ
ロリドンが挙げられ、また、混合溶媒としては、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミドとＮ－メ
チル－２－ピロリドン、Ｎ－メチル－２－ピロリドンとメタノール、Ｎ－メチル－２－ピ
ロリドンと２―メトキシエタノール等の組み合わせが挙げられる。
【００３２】
前記ポリアミック酸溶液等ポリイミド系樹脂溶液には、ガラス基板からの剥離性を向上さ
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せるために離型剤を配合することが好ましい。このようにすることにより、ガラス基板と
ポリイミド系フィルムとの層間の接着強度を、本発明で必要とする７Ｎ／ｃｍ以下にする
ことが容易に達成出来る。ここで、前記接着強度としては、６Ｎ／ｃｍ以下がより好まし
く、４Ｎ／ｃｍ以下が更に好ましい。ここで接着強度はＪＩＳ　Ｋ６８５４に基づいて測
定した値である。
【００３３】
離型剤としては、例えば、ステアリン酸、パルミチン酸等の高級脂肪酸や、そのアミド、
金属塩が挙げられ、好ましくはステアリン酸である。
【００３４】
配合量としては、ポリイミド系樹脂固形分１００質量部に対して０．０１から２質量部添
加することが好ましく、より好ましくは０．０１から１質量部である。配合量が０．０１
質量部より少ないと効果に乏しく、２質量部前より多い場合には効果は変わらず、むしろ
ポリイミド系フィルムの力学的強度等の物性が低下する傾向となる
【００３５】
前記ポリイミド系樹脂溶液には、必要に応じて、例えば、各種界面活性剤、レベリング剤
等の公知の添加物を本発明の効果を損なわない範囲で添加することができる。また、他の
重合体が本発明の効果を損なわない範囲で添加されていてもよい。
【００３６】
本発明の積層体は、前記ガラス基板上に、例えば前記ポリイミド前駆体溶液を塗布、乾燥
、熱硬化することにより製造することが出来る。
【００３７】
ガラス基板上への前記ポリイミド前駆体溶液の塗布は、連続もしくは枚葉で行うことが出
来る。
【００３８】
ガラス基板上への連続塗布は、ダイコーター、リップコーター、コンマコーター、グラビ
アコーター、リバースロールコーター等の塗工機を用いておこなうことが出来る。
【００３９】
また、ガラス基板上への枚葉塗布は、バーコーター、ドクターブレードコーター、スピン
コーター等の塗工機を用いて行うことができる。
【００４０】
ここで、ガラス基材への連続塗布は、ガラスが剛直であるため、困難を伴うことが多いの
で、工業生産の観点からは枚葉塗布が好ましい。
【００４１】
塗布厚みとしては、熱硬化後のポリイミドフィルムの厚さが、３～１００μｍとすること
が好ましく、１０～５０μｍとすることがより好ましい。
【００４２】
次にガラス基板上に塗布されたポリイミド前駆体溶液を乾燥する。ここでいう乾燥とは、
加熱等の手段によりポリイミド前駆体溶液における溶媒量を減少させることをいう。この
際、塗膜中の固形分濃度が５０質量％以上となるまで溶媒の除去を行うことが好ましい。
　乾燥には任意の装置を用いることができ、熱風乾燥機が好ましいが、赤外線加熱、電磁
誘導加熱などを使用してもよい。乾燥のためには５０～２００℃の温度範囲が適当である
。
【００４３】
本発明の積層体は前記乾燥された塗膜の表面に更にポリイミド前駆体を塗布、乾燥して２
層以上の多層構造とすることが好ましい。
【００４４】
この２層目のポリイミド前駆体は、１層目に使用したポリイミド前駆体と同種であっても
異種であっても良いが、ポリイミド前駆体の熱硬化後に発生する、２層以上のポリイミド
フィルム中のお互いの残留歪を打ち消すようにすることが好ましい。そのようにするには
、例えば特許第４８４１１０３号公報に記載されているように１層目のポリイミド前駆体
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の硬化速度を２層目より遅くしたり、１層目のポリイミドの線膨張係数（ＣＴＥ）を２層
目のポリイミドのＣＴＥよりも小さくしたりすれば良い。
【００４５】
このようにすることにより、硬化した後、ガラス基板から剥離することにより得られるポ
リイミドフィルムのカールを抑制することができる。
【００４６】
本発明の積層体から得られるポリイミド系フィルムは、そのカール性を評価する指標の一
つであるフィルムの曲率半径は３０ｍｍ以上であることが好ましく、５０ｍｍ以上がより
好ましく、７０ｍｍ以上がさらに好ましい。ここで曲率半径は、１０ｃｍ角に切り出した
ポリイミド系フィルム片の曲率半径を測定した値である。
【００４７】
前記乾燥塗膜は次に熱硬化を行う。熱硬化温度としては２００℃以上、好ましくは３００
℃以上である。また、上限は４５０℃程度である。このような高温で十分に加熱処理を行
う。ポリイミドの熱硬化の際、水や溶媒などのガスが発生するため、熱硬化は熱風循環下
で行うことが好ましい。
【００４８】
前記の如くして得られた積層体は、ポリイミド系フィルム表面に電子素子形成後、これを
ガラス基板から剥離することによりフレキシブルデバイスとする。剥離するには、公知の
方法、例えば駆動ロール、ロボット等の機械装置を用いて容易に剥離することができる。
【００４９】
なお、本発明のポリイミド系フィルムは、透明であることが好ましい。透明性の指標であ
る５００ｎｍでの光線透過率としては、７０％以上であることが好ましく、８０％以上で
あることがより好ましい。
【００５０】
以上のべたように、本発明の積層体は、ポリイミド系フィルムの剥離が容易であり、剥離
されたポリイミド系フィルムが優れた耐熱性と寸法安定性を有する上、そのカールが抑制
されているので、フレキシブルデバイス製造用の積層体として好適に用いることができる
。
【実施例】
【００５１】
以下、本発明を実施例に基づいて具体的に説明するが、これらの実施例によって限定され
るものではない。
【００５２】
＜ポリイミド前駆体溶液の調製＞
実施例及び比較例で使用したポリイミド前駆体溶液を以下のようにして調製した。
【００５３】
＜ポリイミド前駆体溶液Ａ＞
特許第４８４１１０３号公報　参考例３記載の方法により、３，３’，４，４’－ビフェ
ニルテトラカルボン酸二無水物（ＢＰＤＡ）とｐ－フェニレンジアミン（ＰＤＡ）からポ
リイミド前駆体溶液を得た。すなわち、三つ口・フラスコに窒素ガス気流下、ＢＰＤＡ１
８．３８ｇ（６２．５ｍｍｏｌ）を採取し、ＤＭＡｃ１２２．５ｇを加えて溶解した。こ
れにＰＤＡ６．６２ｇ（６１．２ｍｍｏｌ）とＮＭＰ５２．５ｇを加えて室温で一夜間撹
拌して、固形分濃度１２．５質量％の均一なポリイミド前駆体溶液を得た。これをポリイ
ミド前駆体溶液Ａとする。
【００５４】
＜ポリイミド前駆体溶液Ｂ＞
特許第４８４１１０３号公報　参考例７記載の方法により、３，３’，４，４’－ビフェ
ニルテトラカルボン酸二無水物（ＢＰＤＡ）および３，３’，４，４’－ビフェニルテト
ラカルボン酸（ＢＰＡ）と、ｐ－フェニレンジアミン（ＰＤＡ）および４，４’－オキシ
ジアニリン（ＯＤＡ）から均一なポリイミド前駆体溶液を得た。すなわち、三つ口・フラ
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スコに窒素ガス気流下、ＯＤＡ３０．０３ｇ（０．１５ｍｏｌ）、ＰＤＡ９１．９２ｇ（
０．８５ｍｏｌ）、ＤＭＡｃ１１８０ｇ及びＮＭＰ５０６ｇを採取し、このフラスコを氷
水中に入れて上記内容物を３０分間攪拌した後、ＢＰＤＡ２５０．０９ｇ（０．８５ｍｏ
ｌ）を加え、４０℃の湯浴中で１時間攪拌を行った。次いで、ＢＰＡ４９．５４（０．１
５ｍｏｌ）を加えて４０℃の湯浴中で２時間攪拌し、さらに６０℃の湯浴中で３時間攪拌
を行い、固形分濃度２０質量％の均一なポリイミド樹脂前駆体の溶液を得た。これをポリ
イミド前駆体溶液Ｂとする。
【００５５】
＜ポリイミド前駆体溶液Ｃ＞
ポリイミド前駆体溶液Ａに、ポリイミド固形分１００質量部あたり０．５質量部のステア
リン酸を加え、均一なポリイミド前駆体溶液を得た。これをポリイミド前駆体溶液Ｃとす
る。
【００５６】
［実施例１］
厚さ０．７ｍｍの無アルカリガラス基板（コーニング社製 イーグル２０００）の表面上
に前記ポリイミド前駆体溶液Ｃを熱硬化後のフィルムの厚さが２０μｍになるようにバー
コータによって塗布し、１３０℃で１０分間乾燥してポリイミド前駆体被膜を形成した。
次いで、窒素ガス気流下で、１００℃から３６０℃まで２時間かけて昇温した後、３６０
℃で２時間熱処理し、ポリイミド前駆体を熱硬化させてイミド化した。これによって、ガ
ラス基板と厚さ約１５μｍのポリイミドフィルム層を有する積層体を得た。得られた積層
体のポリイミドフィルムは、容易に手でガラス板から剥離することが出来た。（この積層
体をＬ－１とし、ポリイミドフィルムをＰ－１とする。）
【００５７】
［実施例２］
厚さ０．７ｍｍの無アルカリガラス基板（コーニング社製 イーグル２０００）の表面上
に前記ポリイミド前駆体溶液Ｃを熱硬化後のフィルムの厚さが１６μｍになるようにバー
コータによって塗布し、１３０℃で１０分間乾燥してポリイミド前駆体被膜を形成した。
次いで、室温（２５℃）に戻し、このポリイミド前駆体被膜上に、前記ポリイミド前駆体
溶液Ｂを熱硬化後のフィルムの厚さが４μｍになるようにバーコータによって塗布し、１
００℃で５分間乾燥して２層目の塗膜を外層を形成した。次いで、実施例１と同様に熱硬
化させてイミド化した。これによって、ガラス基板と、２層からなる厚さ約２０μｍのポ
リイミドフィルム層を有する積層体を得た。得られた積層体のポリイミドフィルムは、容
易に手でガラス基板から剥離することが出来た。（この積層体をＬ－２とし、ポリイミド
フィルムをＰ－２とする。）
【００５８】
［比較例１］
ポリイミド前駆体溶液Ｃをポリイミド前駆体溶液Ａに変更した以外は、実施例１と同様に
して積層体を得た。得られた積層体のポリイミドフィルムは手でガラス基板から剥離する
ことが困難であったので、温水に浸漬することによりガラス基板から剥離した。（この積
層体をＬ－３とし、ポリイミドフィルムをＰ－３とする。）
【００５９】
［比較例２］
ポリイミド前駆体溶液Ｃをポリイミド前駆体溶液Ａに変更した以外は、実施例２と同様に
して積層体を得た。得られた積層体のポリイミドフィルムは手でガラス基板から剥離する
ことが困難であったので、温水に浸漬することによりガラス基板から剥離した。（この積
層体をＬ－４とし、ポリイミドフィルムをＰ－４とする。）
【００６０】
＜接着強度の評価＞
前記積層体Ｌ－１～Ｌ～４のガラス基板とポリイミドフィルム層の層間の接着強度をＪＩ
Ｓ　Ｋ６８５４に基づいて１８０°剥離試験により測定した。　
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【００６１】
【表１】

【００６２】
表１から、Ｌ－１およびＬ－２の接着強度は、それぞれ、３．８Ｎ／ｃｍ、３．５Ｎ／ｍ
と低い値となり、剥離性に優れていることが判る。これに対し、Ｌ－３およびＬ－４の接
着強度は７Ｎ／ｃｍを超えており、剥離が困難であることが判る。
【００６３】
＜カール特性の評価＞
前記ポリイミドフィルムＰ－１～Ｐ－４を縦１００ｍｍ、横１００ｍｍの大きさの試験片
に切り出し、１５０℃×３０分の加熱処理を行った後、それぞれ２３℃、６０％ＲＨの雰
囲気中に２４時間放置した後、曲率半径を測定した。結果を表２に示す。
【００６４】
【表２】

【００６５】
表２から、Ｐ－１およびＰ－２の曲率半径は、それぞれ、３５ｍｍ、９０ｍｍと高い値と
なり、カールが抑制されていることが判る。これに対し、Ｐ－３およびＰ－４の曲率半径
は３０ｍｍ未満であり、カールが充分に抑制されていないことが判る。
【００６６】
上表から、本発明の積層体は、剥離性にすぐれ、かつ、剥離されたポリイミドフィルムは
カールが抑制されていることが判る。この効果により、本発明の積層体は、フレキシブル
デバイス用の積層体として好適に使用することが出来る。
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